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直近 5 事業年度における主要な業務の状況を示す指標

主要な経営指標等の推移

年度
項目 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度

正味収入保険料 30,982 32,506 33,414 35,652 39,566

経常収益 32,737 33,654 34,110 36,885 40,436

経常利益 523 1,275 1,307 1,052 1,392

当期純利益 33 548 808 1,389 1,212

資本金 20,500 20,500 11,000 11,000 11,000

（発行済株式総数） （11,627,537 株） （11,627,537 株） （11,627,537 株） （11,627,537 株） （11,627,537 株）

純資産額 12,061 12,312 12,546 13,572 14,467

総資産額 58,768 56,113 58,811 62,916 66,483

特別勘定又は積立勘定
として経理された資産額

- - - - -

責任準備金残高 18,262 17,702 18,098 19,153 20,489

貸付金残高 - - - - -

有価証券残高 29,320 26,006 33,268 35,167 37,146

単体ソルベンシー・マージン比率（注） 545.5% 527.5% 532.1% 534.3% 527.8%

配当性向 - - - 22.6% 35.5%

従業員数 709 名 693 名 657 名 606 名 633 名

（単位：百万円）

（注）「単体ソルベンシー・マージン比率」とは、保険業法施行規則第 86 条（単体ソルベンシー・マージン）および第 87 条（単体リス
ク）ならびに平成 8 年大蔵省告示第 50 号の規定に基づいて算出された比率です。

業績データ
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年度
種目

2022年度 2023年度 2024年度

金額 構成比（％） 増減率（％） 金額 構成比（％） 増減率（％） 金額 構成比（％） 増減率（％）

火 災 382 1.1 △ 31.8 256 0.7 △ 32.9 231 0.6 △ 9.6

海 上 - - - - - - - - -

傷 害 12 0.0 56.1 12 0.0 △ 2.1 12 0.0 △ 0.2

自 動 車 31,234 93.5 2.8 33,167 93.0 6.2 36,378 91.9 9.7

自動車損害賠償責任 267 0.8 △ 3.6 241 0.7 △ 9.8 214 0.5 △ 11.1

そ の 他 1,518 4.5 20.0 1,975 5.5 30.1 2,728 6.9 38.1

（うち費用・利益） (1,383) (4.1) (17.1) (1,775) (5.0) (28.4) (2,428) (6.1) (36.8)

（ う ち 賠 償 責 任 ） (44) (0.1) (0.3) (52) (0.1) (19.4) (64) (0.2) (22.8)

（うち信用・保証） （-） （-） （-） （-） （-） （-） （-） （-） （-）

合 計 33,414 100.0 2.8 35,652 100.0 6.7 39,566 100.0 11.0

年度
種目

2022年度 2023年度 2024年度

金額 構成比（％） 増減率（％） 金額 構成比（％） 増減率（％） 金額 構成比（％） 増減率（％）

火 災 1,281 2.6 △ 14.8 886 1.7 △ 30.9 761 1.3 △ 14.1

海 上 - - - - - - - - -

傷 害 12 0.0 56.1 97 0.2 680.8 177 0.3 82.8

自 動 車 46,084 92.8 2.9 48,895 93.1 6.1 53,680 93.0 9.8

自動車損害賠償責任 - - - - - - - - -

そ の 他 2,275 4.6 18.8 2,650 5.0 16.5 3,117 5.4 17.6

（うち費用・利益） (2,115) (4.3) (16.4) (2,429) (4.6) (14.8) (2,826) (4.9) (16.4)

（ う ち 賠 償 責 任 ） (56) (0.1) ( △ 0.9) (67) (0.1) (17.8) (80) (0.1) (20.2)

（うち信用・保証） （-） （-） （-） （-） （-） （-） （-） （-） （-）

合 計 49,654 100.0 3.0 52,529 100.0 5.8 57,737 100.0 9.9

従 業 員 1 人 当 た り
元 受 正 味 保 険 料 75 8.6 86 14.7 91 5.2

①正味収入保険料 （単位：百万円）

（単位：百万円）②元受正味保険料

（注）正味収入保険料とは、元受及び受再契約の収入保険料から出再契約の再保険料を控除したものをいいます。

（注） 1．元受正味保険料とは、元受保険料から元受解約返戻金及び元受その他返戻金を控除したものをいいます。
 2．従業員 1 人当たり元受正味保険料＝元受正味保険料÷従業員数

主要な業務の状況を示す指標等
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年度
種目

2022年度 2023年度 2024年度

火 災 0 0 0

海 上 - - -

傷 害 - - -

自 動 車 7 7 1

自動車損害賠償責任 267 241 214

そ の 他 - 45 85

（ う ち 費 用・利 益 ） （-） （-） （-）

（ う ち 賠 償 責 任 ） （-） （-） （-）

（ う ち 信 用・保 証 ） （-） （-） （-）

合 計 274 293 301

年度
種目

2022年度 2023年度 2024年度

火 災 900 629 529

海 上 - - -

傷 害 - 85 165 

自 動 車 14,857 15,735 17,303

自動車損害賠償責任 - - -

そ の 他 756 720 474

（ う ち 費 用・利 益 ） （732） （653） （398）

（ う ち 賠 償 責 任 ） （12） （14） （15）

（ う ち 信 用・保 証 ） （-） （-） （-）

合 計 16,514 17,170 18,473

（単位：百万円）

（単位：百万円）

③受再正味保険料

④支払再保険料

（注）受再正味保険料とは、受再保険料から受再解約返戻金及び受再その他返戻金を控除したものをいいます。

（注）支払再保険料とは、再保険料から再保険返戻金及びその他の再保険収入を控除したものをいいます。
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年度
種目

2022年度 2023年度 2024年度

火 災 46 34 42

海 上 - - -

傷 害 - - -

自 動 車 315 319 347

自動車損害賠償責任 6 7 7

そ の 他 5 7 7

（ う ち 費 用・利 益 ） （5） （7） （7）

（ う ち 賠 償 責 任 ） （-） （-） （-）

（ う ち 信 用・保 証 ） （-） （-） （-）

合 計 373 369 404

年度
項目

2022年度 2023年度 2024年度

保 　 険 　 引 　 受 　 収 　 益 33,437 35,680 39,596

保 　 険 　 引 　 受 　 費 　 用 22,092 23,874 27,457

営 業 費 及 び 一 般 管 理 費 10,258 10,940 11,246

そ 　 の 　 他 　 収 　 支 △ 0 △ 0 3

保 　 険 　 引 　 受 　 利 　 益 1,085 865 896

（単位：百万円）

（単位：百万円）

⑤解約返戻金

⑥保険引受利益

（注）解約返戻金とは、元受解約返戻金及び受再解約返戻金の合計額をいいます。

（注）1．営業費及び一般管理費は、損益計算書における営業費及び一般管理費のうち保険引受に係る金額です。
  2．その他収支は、自動車損害賠償責任保険等に係る法人税等相当額などです。
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年度
種目

2022年度 2023年度 2024年度

火 災 △ 649 △ 308 △ 386

海 上 - - -

傷 害 △ 16 △ 21 △ 24

自 動 車 1,563 1,291 916

自 動 車 損 害 賠 償 責 任 - - -

そ の 他 187 △ 96 391

（ う ち 費 用 ・利 益 ） （189） （△ 48） （373）

（ う ち 賠 償 責 任 ） （12） （△ 72） （18）

（ う ち 信 用 ・保 証 ） （-） （-） （-）

合 計 1,085 865 896

（単位：百万円）［保険種目別保険引受利益］

年度
種目

2022年度 2023年度 2024年度

金額 構成比（％） 正味 
損害率（％） 金額 構成比（％） 正味 

損害率（％） 金額 構成比（％） 正味 
損害率（％）

火 災 207 1.1 91.8 156 0.7 114.1 265 1.1 181.8 

海 上 - - - - - - - - -

傷 害 6 0.0 55.4 8 0.0 66.4 7 0.0 61.9

自 動 車 18,910 96.7 73.0 21,437 97.0 76.3 23,825 96.4 76.7 

自動車損害賠償責任 242 1.2 90.7 276 1.3 114.7 290 1.2 135.6 

そ の 他 194 1.0 15.5 230 1.0 14.2 337 1.4 14.3 

（うち費用・利益） （186） （1.0) (16.4) （193） （0.9) (13.7) （258） （1.0) (12.8)

（ う ち 賠 償 責 任 ） (1) (0.0) (2.7) (0) (0.0) (0.8) (1) (0.0) (2.7)

（うち信用・保証） （-） （-） （-） （-） （-） （-） （-） （-） （-）

合 計 19,563 100.0 70.8 22,109 100.0 73.4 24,726 100.0 73.3

（単位：百万円）⑦正味支払保険金・正味損害率

（注）1．正味支払保険金とは、元受及び受再契約の支払保険金から出再契約による回収再保険金を控除したものをいいます。
 2．正味損害率＝（正味支払保険金＋損害調査費）÷正味収入保険料× 100
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年度
種目

2022年度 2023年度 2024年度

火 災 1 - -

海 上 - - -

傷 害 - - -

自 動 車 0 0 0 

自 動 車 損 害 賠 償 責 任 242 276 290

そ の 他 - 24 47

（ う ち 費 用 ・利 益 ） （-） （-） （-）

（ う ち 賠 償 責 任 ） （-） （-） （-）

（ う ち 信 用 ・保 証 ） （-） （-） （-）

合 計 244 301 338

（単位：百万円）⑨受再正味保険金

（注）受再正味保険金とは、受再保険金から受再保険金戻入を控除したものをいいます。

年度
種目

2022年度 2023年度 2024年度

火 災 539 379 440

海 上 - - -

傷 害 6 31 63

自 動 車 28,689 31,823 35,544

自 動 車 損 害 賠 償 責 任 - - -

そ の 他 285 329 426

（ う ち 費 用 ・利 益 ） （277） （311） （386）

（ う ち 賠 償 責 任 ） （1） （0） （1）

（ う ち 信 用 ・保 証 ） （-） （-） （-）

合 計 29,522 32,563 36,474

（単位：百万円）⑧元受正味保険金

（注）元受正味保険金とは、元受保険金から元受保険金戻入を控除したものをいいます。
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年度
種目

2022年度 2023年度 2024年度

火 災 333 222 175

海 上 - - -

傷 害 - 23 56

自 動 車 9,778 10,385 11,718

自 動 車 損 害 賠 償 責 任 - - -

そ の 他 91 124 136

（ う ち 費 用 ・利 益 ） （90） （118） （127）

（ う ち 賠 償 責 任 ） （-） （-） （-）

（ う ち 信 用 ・保 証 ） （-） （-） （-）

合 計 10,203 10,755 12,086

（単位：百万円）⑩回収再保険金

（注）回収再保険金とは、再保険金から再保険金割戻を控除したものをいいます。
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保険契約に関する指標等

年度
種目

2022年度 2023年度 2024年度

正味 
損害率

正味 
事業費率 合算率 正味 

損害率
正味 

事業費率 合算率 正味 
損害率

正味 
事業費率 合算率

火 災 91.8 115.1 206.9 114.1 127.1 241.2 181.8 143.0 324.9

海 上 - - - - - - - - -

傷 害 55.4 147.6 203.1 66.4 198.1 264.5 61.9 234.7 296.6

自 動 車 73.0 15.9 88.9 76.3 15.3 91.7 76.7 13.8 90.5

自動車損害賠償責任 90.7 - 90.7 114.7 - 114.7 135.6 - 135.6

そ の 他 15.5 63.0 78.5 14.2 75.0 89.2 14.3 61.6 75.9

（ う ち 費 用・利 益 ） （16.4) （63.3) （79.7) （13.7) （77.8) （91.5) （12.8) （64.0) （76.8)

（ う ち 賠 償 責 任 ） （2.7） （64.3) （67.0) （0.8） （71.2) （72.0) （2.7） （50.0) （52.7)

（ う ち 信 用・保 証 ） （-） （-） （-） （-） （-） （-） （-） （-） （-）

合 計 70.8 19.1 89.9 73.4 19.4 92.8 73.3 17.9 91.2

( 単位：％ )

①契約者配当金
 該当ありません。

②正味損害率、正味事業費率及びその合算率（コンバインド・レシオ）

（注） 1．正味損害率＝（正味支払保険金＋損害調査費）÷正味収入保険料
 2．正味事業費率＝（諸手数料及び集金費＋保険引受に係る営業費及び一般管理費）÷正味収入保険料
 3．合算率（コンバインド・レシオ）＝正味損害率＋正味事業費率



65

業
績
デ
ー
タ

年度
種目

2022年度 2023年度 2024年度

発生 
損害率 事業費率 合算率 発生 

損害率 事業費率 合算率 発生 
損害率 事業費率 合算率

火 災 121.3 100.4 221.7 70.1 50.2 120.3 87.0 55.2 142.2

海 上 - - - - - - - - -

傷 害 80.4 148.6 229.0 53.6 63.9 117.5 64.3 49.6 113.9

自 動 車 77.4 20.4 97.9 77.3 20.4 97.6 79.8 19.1 98.8

そ の 他 21.6 65.1 86.7 25.0 69.4 94.5 15.5 62.6 78.1 

（うち費用・利益） (22.1) (65.8) (87.8) (22.5) (72.2) (94.7) (14.2) (66.2) (80.4)

（ う ち 賠 償 責 任 ） ( △ 0.1) (51.8) (51.7) (130.5) (59.1) (189.7) (10.3) (42.8) (53.1)

（うち信用・保証） （-） （-） （-） （-） （-） （-） （-） （-） （-）

合 計 75.3 23.2 98.5 74.4 23.3 97.8 76.2 22.0 98.2

( 単位：％ )③出再控除前の発生損害率、事業費率及びその合算率

区分 2022年度 2023年度 2024年度

国 内 契 約 100％ 100％ 100％

海 外 契 約 －％ －％ －％

④国内契約・海外契約別の収入保険料の割合

（注）上表は、収入保険料（元受正味保険料（除く収入積立保険料）と受再正味保険料の合計）について国内契約および海外契約の割
合を記載しております。

（注） 1．地震保険及び自動車損害賠償責任保険に係る金額を除いて記載しております。
 2．発生損害率＝（出再控除前の発生損害額＋損害調査費）÷出再控除前の既経過保険料
 3．事業費率＝（支払諸手数料及び集金費＋保険引受に係る営業費及び一般管理費）÷出再控除前の既経過保険料
 4．合算率＝発生損害率＋事業費率
 5．出再控除前の発生損害額＝支払保険金＋出再控除前の支払備金積増額
 6．出再控除前の既経過保険料＝収入保険料－出再控除前の未経過保険料積増額
 7．第三分野保険のがん治療費用保険・がん治療費用総合保険は、その他のうち費用・利益に記載しております。

年度 出再先保険会社の数 出再保険料のうち上位５社の 
出再先に集中している割合

2024年度 5　( 1 ) 100％（100％）

2023年度 5　( 1 ) 100％（100％）

⑤出再を行った再保険者の数と出再保険料の上位 5 社の割合

（注） 1．出再先保険会社の数は、特約再保険を 1,000 万円以上出再している再保険者（プール出再を含む）を対象にしております。
 2．（）内は、第三分野保険に関する数値を表しております。（ただし、保険業法施行規則第 71 条に基づいて、保険料積立金を積 
  み立てないとした保険契約に限ります。）
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種目計 2022年度 2023年度 2024年度

1 年度開始時の未収再保険金 2,196
(113)

2,783 
(26)

2,772 
(35)

2 当該年度に回収できる事由が発生した額 10,003
(90)

10,632 
(118)

12,050 
(127)

3 当該年度回収等 9,416
（177）

10,643 
(110)

11,730 
(138)

4 1+2-3 ＝年度末の未収再保険金 2,783
(26)

2,772 
(35)

3,092 
(24)

（単位：百万円）⑦未収再保険金の推移

（注）	 1．地震保険及び自動車損害賠償責任保険に係る金額を除いております。
	 2．（）内は、第三分野保険に関する数値を表しております。（ただし、保険業法施行規則第 71 条に基づいて、保険料積立金を積

み立てないとした保険契約に限ります。）

格付区分 A以上 BBB以上 その他
（格付なし・不明・BB以下） 合計

2024年度 98.7％（100％） －％（－％） 1.3％（－％） 100％（100％）

2023年度 99.2％（100％） －％（－％） 0.8％（－％） 100％（100％）

⑥出再保険料の格付ごとの割合

（注）1. 特約再保険を 1,000 万円以上出再している再保険者を対象としております。ただし、再保険プールを含んでいません。
	 	 格付区分は、S＆ P社と日本格付研究所（JCR）の格付を使用し、両社の格付が異なる場合は低い方の格付を使用しております。
	 	 これら 2社の格付けがない場合は、ムーディーズ社の格付を使用しています。
	 2.（）内は、第三分野保険に関する数値を表しております。（ただし、保険業法施行規則第 71 条に基づいて、保険料積立金を積	
	 	 み立てないとした保険契約に限ります。）
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（単位：百万円）期首時点支払備金（見積り額）の当期末状況（ラン・オフ・リザルト）

（注） 1．国内元受契約に係る出再控除前の金額であります。
 2．地震保険及び自動車損害賠償責任保険に係る金額を除いて記載しています。
 3．当期把握見積り差額＝期首支払備金－（前期以前発生事故に係る当期支払保険金＋前期以前発生事故に係る当期末支払備金）

会計年度 期首支払備金 前期以前発生事故に係る 
当期支払保険金

前期以前発生事故に係る 
当期末支払備金 当期把握見積り差額

2020 年度 17,821 10,203 9,370 △ 1,752

2021 年度 20,890 10,041 11,126 △ 277

2022 年度 25,454 10,118 11,944 3,392

2023 年度 28,426 11,489 12,842 4,094

2024 年度 29,977 12,801 13,834 3,341

（単位：百万円）

①支払備金及び責任準備金の額

【支払備金】

年度
種目

2022年度末 2023年度末 2024年度末

火 災 118 130 73

海 上 - - -

傷 害 6 7 7

自 動 車 18,851 19,559 20,868

自 動 車 損 害 賠 償 責 任 94 102 104

そ の 他 388 581 605

（ う ち 費 用 ・利 益 ） （341） （452） （453）

（ う ち 賠 償 責 任 ） （22) （104) （110)

（ う ち 信 用 ・保 証 ） （-） （-） （-）

合 計 19,459 20,380 21,659

経理に関する指標等
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事故発生年度
2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度

金額 比率 変動 金額 比率 変動 金額 比率 変動 金額 比率 変動 金額 比率 変動

累計 
保険金

＋
支払備金

事故発生
年度末 26,001 30,169 34,792 37,081 40,510

1 年後 24,977 0.96 △	1,024 28,070 0.93 △	2,099 32,169 0.93 △	2,623 35,506 0.96 △	1,575

2 年後 23,823 0.95 △	1,153 27,374 0.98 △	696 31,352 0.98 △	817

3 年後 23,158 0.97 △	664 26,873 0.98 △	500

4 年後 23,037 1.00 △	121

最終損害見積り額 23,037 26,873 31,352 35,506 40,510

累計保険金 22,262 24,879 28,212 29,209 23,129

支払備金 774 1,994 3,139 6,297 17,380

（単位：百万円）
事故発生からの期間経過に伴う最終損害見積り額の推移表
〇自動車

（単位：百万円）〇傷害

事故発生年度
2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度

金額 比率 変動 金額 比率 変動 金額 比率 変動 金額 比率 変動 金額 比率 変動

累計
保険金

＋
支払備金

事故発生
年度末 0 4 8 9 149

1 年後 1 1.85 0 5 1.22 1 8 0.96 △ 0 8 0.86 △ 1

2 年後 1 1.05 0 5 1.01 0 8 1.00 △ 0

3 年後 1 1.01 0 5 1.01 0

4 年後 1 0.99 △ 0

最終損害見積り額 1 5 8 8 149

累計保険金 1 5 8 7 82

支払備金 △ 0 0 0 0 66
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（単位：百万円）

（単位：百万円）

〇賠償責任

【責任準備金】

（注）1．国内元受契約に係る出再控除前の金額であります。
 2．「比率」欄には、前年度末における累計保険金と支払備金の合計額が、当該年度 1 年間で変動した倍率を記載しております。
 3．「変動」欄には、前年度末における累計保険金と支払備金の合計額が、当該年度 1 年間で変動した額を記載しております。
 4．「累計保険金＋支払備金」の数値のうち網掛け部分については該当がありません。　

年度
種目

2022年度末 2023年度末 2024年度末

火 災 2,577 2,511 2,432

海 上 - - -

傷 害 2 2 2

自 動 車 14,176 15,196 16,411

自 動 車 損 害 賠 償 責 任 748 731 687

そ の 他 593 711 954

（ う ち 費 用 ・利 益 ） （504） （592） （780）

（ う ち 賠 償 責 任 ） （38） （43） （48）

（ う ち 信 用 ・保 証 ） （-） （-） （-）

合 計 18,098 19,153 20,489

事故発生年度
2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度

金額 比率 変動 金額 比率 変動 金額 比率 変動 金額 比率 変動 金額 比率 変動

累計
保険金

＋
支払備金

事故発生
年度末 14 19 16 98 26

1 年後 28 1.97 13 4 0.24 △ 14 4 0.24 △ 12 83 0.85 △ 15

2 年後 26 0.94 △ 1 3 0.69 △ 1 2 0.53 △ 1

3 年後 25 0.97 △ 0 1 0.56 △ 1

4 年後 25 0.99 △ 0

最終損害見積り額 25 1 2 83 26

累計保険金 25 0 0 2 0

支払備金 0 0 2 80 26
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（単位：百万円）
責任準備金の内訳
＜ 2024 年度末＞

内訳
種目

普通責任
準備金

異常危険
準備金

危険
準備金 払戻積立金 契約者配当

準備金等 計

火 災 1,740 691 0 - - 2,432

海 上 - - - - - -

傷 害 2 0 - - - 2

自 動 車 15,243 1,167 - - - 16,411

自 動 車 損 害 賠 償 責 任 687 - - - - 687

そ の 他 564 390 0 - - 954

（ う ち 費 用 ・利 益 ） （440） （340） （0） （-） （-） （780）

（ う ち 賠 償 責 任 ） （36） （12） （-） （-） （-） （48）

（ う ち 信 用 ・保 証 ） （-） （-） （-） （-） （-） （-）

合 計 18,238 2,250 0 - - 20,489

（単位：百万円）＜ 2023 年度末＞
内訳

種目
普通責任

準備金
異常危険

準備金
危険

準備金 払戻積立金 契約者配当
準備金等 計

火 災 1,869 640 0 - - 2,511

海 上 - - - - - -

傷 害 2 0 - - - 2

自 動 車 14,131 1,064 - - - 15,196

自 動 車 損 害 賠 償 責 任 731 - - - - 731

そ の 他 403 308 0 - - 711

（ う ち 費 用 ・利 益 ） （318） （273） （0） （-） （-） （592）

（ う ち 賠 償 責 任 ） （31） （11） （-） （-） （-） （43）

（ う ち 信 用 ・保 証 ） （-） （-） （-） （-） （-） （-）

合 計 17,138 2,014 0 - - 19,153
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（単位：百万円）＜ 2023 年度末＞

区分 2022年度末
残高

2023年度
増加額

2023年度減少額 2023年度末
残高目的使用 その他

貸倒
引当金

一般貸倒引当金 - - - - -

個別貸倒引当金 - - - - -

特定海外債権引当勘定 - - - - -

価格変動準備金 130 34 - - 164

合計 130 34 - - 164

④貸付金償却
　該当ありません。

⑤資本金等明細表（含む利益準備金及び任意積立金）
　資本金等明細表につきましては、88 ページの株主資本等変動計算書をご参照ください。

②責任準備金積立水準

（注）1．積立方式及び積立率は、保険業法第 3 条第 5 項第 1 号に掲げる保険に係る保険契約及び保険業法第 3 条第 5 項第 1 号に掲げる
保険を主たる保険としている保険契約を除いております。

 2．保険料積立金及び積立保険に係る払戻積立金以外について積立方式という概念がないため、積立方式は保険料積立金及び積立 
  保険に係る払戻積立金について記載しております。
 3．積立率＝（実際に積立てている普通責任準備金＋払戻積立金）÷（下記（1）～（3）の合計額）

（1）標準責任準備金対象契約に係る平成 8 年大蔵省告示第 48 号に定める方式により計算した保険料積立金及び払戻積立金（保
険業法施行規則第 68 条第 2 項に定める保険契約に限る）

（2）標準責任準備金対象外契約に係る平準純保険料式により計算した 2001 年 7 月 1 日以降に保険期間が開始する保険契約に
係る保険料積立金、保険業法施行規則第 68 条第 2 項に定める保険契約以外の保険契約で 2001 年 7 月 1 日以降に保険期
間が開始する保険契約に係る払戻積立金並びに 2001 年 7 月 1 日前に保険期間が開始する保険契約に係る普通責任準備金
及び払戻積立金

（3）2001 年 7 月 1 日以降に保険期間が開始する保険契約に係る未経過保険料

区　分 2023年度 2024年度

積立方式
標準責任準備金対象契約 標準責任準備金 標準責任準備金

標準責任準備金対象外契約 - -

積立率 100.0% 100.0%

（単位：百万円）
③引当金明細表
＜ 2024 年度末＞

区分 2023年度末
残高

2024年度
増加額

2024年度減少額 2024年度末
残高目的使用 その他

貸倒
引当金

一般貸倒引当金 - - - - -

個別貸倒引当金 - - - - -

特定海外債権引当勘定 - - - - -

価格変動準備金 164 35 - - 200

合計 164 35 - - 200
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⑥損害率の上昇に対する経常利益又は経常損失の変動

（単位：百万円）

（単位：百万円）

⑦事業費（含む損害調査費）

⑧有価証券売却損益及び評価損

損害率の上昇シナリオ 地震保険と自動車損害賠償責任保険を除く、すべての保険種目について、
均等に発生損害率が１％上昇すると仮定いたします。

計算方法

○増加する発生損害額＝既経過保険料×１％
○増加する発生損害額のうち、正味支払保険金、支払備金積増額の内訳については、
　当年度発生事故におけるそれぞれの割合により按分しております。
○増加する異常危険準備金取崩額＝正味支払保険金の増加を考慮した取崩額－決算時取崩額
○経常利益の減少額＝増加する発生損害額－増加する異常危険準備金取崩額

経常利益の減少額
2024年度 382 百万円 （注）異常危険準備金残高の取崩額　1,213 百万円

2023年度 345 百万円 （注）異常危険準備金残高の取崩額　1,030 百万円

（注）自動車損害賠償責任保険については、ノーロス・ノープロフィットの原則に基づき、増加する発生保険金は責任準備金の取崩等
により相殺しております。

（注）金額は損益計算書における「損害調査費」「営業費及び一般管理費」ならびに「諸手数料及び集金費」の合計額です。

区　　　分 2022年度 2023年度 2024年度

人件費 4,051 3,875 4,035

物件費 10,103 10,899 11,211

税金 309 344 390

火災予防拠出金及び交通事故予防拠出金 - - -

保険契約者保護機構に対する負担金 - - 4

諸手数料及び集金費 △ 3,884 △ 4,018 △ 4,176

合計 10,579 11,101 11,464

年度
区分

2022年度 2023年度 2024年度

売却益 売却損 評価損 売却益 売却損 評価損 売却益 売却損 評価損

公社債 - 0 - 0 14 - - - -

株式 - - - - - - - - -

外国証券 - - - - - - - 2 -

その他の証券 7 61 - - - - - - -

合計 7 62 - 0 14 - - 2 -
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（単位：百万円）⑩固定資産処分損益

⑪減価償却費明細表

資産の種類 取得価額 2023年度償却額 償却累計額 2023年度末残高

建物 347 22 111 235

営業用 347 22 111 235

賃貸用 - - - -

その他の有形固定資産 601 119 359 241

ソフトウェア 11,541 940 9,494 2,047 

その他の無形固定資産 15 - - 15

合計 12,505 1,082 9,965 2,540 

資産の種類 取得価額 2024年度償却額 償却累計額 2024年度末残高

建物 371 22 132 238 

営業用 371 22 132 238 

賃貸用 - - - -

その他の有形固定資産 787 100 451 335 

ソフトウェア 12,152 870 10,294 1,858 

その他の無形固定資産 8 - - 8 

合計 13,319 994 10,878 2,441 

年度
区分

2022年度末 2023年度末 2024年度末

処分益 処分損 処分益 処分損 処分益 処分損

土地・建物 - 3 - 7 - 3

その他の有形固定資産 - 30 - 2 - 0

無形固定資産 - 0 - - - 29

合計 - 34 - 10 - 32

＜ 2023 年度＞  （単位：百万円）

＜ 2024 年度＞  （単位：百万円）

⑨売買目的有価証券運用損益

年度
区分

2022年度 2023年度 2024年度

運用益 運用損 運用益 運用損 運用益 運用損

公社債 - - - - - -

株式 36 - - - - -

外国証券 - - - - - -

その他の証券 - - - - - -

合計 36 - - - - -

（単位：百万円）
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資産運用に関する指標等

 （単位：百万円）①現金及び預貯金

年度
区分

2022年度末 2023年度末 2024年度末

現金  -  -  - 

預貯金  9,660  11,388  11,491 

郵便振替・郵便貯金  -  -  - 

当座預金  -  -  - 

普通預金  8,992  9,874  9,996 

通知預金  -  -  - 

定期預金  667  1,514  1,495 

合計  9,660  11,388  11,491 

（単位：百万円）②資産運用の概況

年度
区分

2022年度末 2023年度末 2024年度末

金額 構成比（％） 金額 構成比（％） 金額 構成比（％）

預貯金 9,660 16.4 11,388 18.1 11,491 17.3 

コールローン - - - - - -

買現先勘定 - - - - - -

債券貸借取引支払保証金 - - - - - -

買入金銭債権 299 0.5 209 0.3 499 0.8 

商品有価証券 - - - - - -

金銭の信託 610 1.0 186 0.3 445 0.7 

有価証券 33,268 56.6 35,167 55.9 37,146 55.9 

貸付金 - - - - - -

土地・建物 255 0.4 235 0.4 238 0.4 

運用資産計 44,095 75.0 47,187 75.0 49,821 74.9 

総資産 58,811 100.0 62,916 100.0 66,483 100.0 
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年度
区分

2022年度末 2023年度末 2024年度末

金額 利回り（％） 金額 利回り（％） 金額 利回り（％）

預貯金 30 0.25 69 0.63 104 0.88 

コールローン - - - - - -

買現先勘定 - - - - - -

債券貸借取引支払保証金 - - - - - -

買入金銭債権 3 0.65 2 1.00 1 0.56 

商品有価証券 - - - - - -

金銭の信託 - - - - - -

有価証券 319 0.98 423 1.13 457 1.19 

貸付金 - - - - - -

土地・建物 - - - - - -

小計 354 0.77 494 1.01 563 1.10 

その他 - - -

合計 354 494 563

資産運用利回り（実現利回り） 0.59 0.49 1.13

（参考）時価総合利回り △ 0.70 0.98 1.44

（注）利回りの計算方法は、以下のとおりとなっています。
（1）資産運用利回り（インカム利回り）

資産運用に係る成果を、インカム収入（利息および配当金収入）の観点から示す指標。
・分子＝利息および配当金収入（金銭の信託運用益（損）中の利息および配当金収入に相当する額を含む。）
・分母＝取得原価または償却原価による平均残高

（2）資産運用利回り（実現利回り）
資産運用に係る成果を、当期の期間損益（損益計算書）への寄与の観点から示す指標。

・分子＝資産運用収益 + 積立保険料等運用益 - 資産運用費用
・分母＝取得原価または償却原価による平均残高

（3）時価総合利回り（参考開示）
時価ベースでの運用効率を示す指標。

・分子＝（資産運用収益 + 積立保険料等運用益 - 資産運用費用）+（当期末評価差額※ - 前期末評価差額※）
・分母＝取得原価または償却原価による平均残高 + その他有価証券に係る前期末評価差額※
※税効果控除前の金額による。

（単位：百万円）③利息配当収入の額および運用利回り（インカム利回り）
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（単位：百万円）

 （単位：％）

⑤商品有価証券の平均残高及び売買高
　該当ありません。

⑥保有有価証券の種類別の残高及び合計に対する構成比

⑦保有有価証券利回り

④海外投融資残高及び海外投融資利回り　

年度
区分

2022年度末 2023年度末 2024年度末

金額 構成比（％） 金額 構成比（％） 金額 構成比（％）

国債 - - - - - -

地方債 - - - - - -

社債 10,059 30.2 9,683 27.5 10,873 29.3 

株式 - - - - - -

外国証券 6,542 19.7 6,015 17.1 5,246 14.1 

その他の証券 16,666 50.1 19,468 55.4 21,026 56.6 

合計 33,268 100.0 35,167 100.0 37,146 100.0 

年度
区分

2022年度末 2023年度末 2024年度末

公社債 1.37 1.71 1.99 

株式 6.18 - -

外国証券 3.17 3.25 3.07 

その他の証券 0.09 0.20 0.33 

合計 0.98 1.13 1.19 

（単位：百万円）

年度
区分

2022年度末 2023年度末 2024年度末

金額 構成比（％） 金額 構成比（％） 金額 構成比（％）

外貨建

外国公社債 3,192 44.3 2,462 32.3 1,712 25.1

外国株式 - - - - - -

その他 668 9.3 1,597 21.0 1,572 23.1

小計 3,860 53.5 4,060 53.3 3,285 48.2

円貨建

非居住者貸付 - - - - - -

外国公社債 3,350 46.5 3,552 46.7 3,533 51.8

その他 - - - - - -

小計 3,350 46.5 3,552 46.7 3,533 51.8

合計 7,210 100.0 7,612 100.0 6,819 100.0

海外投融資利回り（％） 3.36 3.68 3.83
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⑧有価証券の種類別の残存期間別残高

⑨業種別保有株式の額
 該当ありません。

⑩貸付金の残存期間別の残高 
 該当ありません。

⑪担保別貸付金残高 
 該当ありません。

⑫使途別の貸付金残高及び構成比 
 該当ありません。

⑬業種別の貸付金残高及び貸付金残高の合計に対する割合 
 該当ありません。

⑭規模別の貸付金残高及び貸付金残高の合計に対する割合 
 該当ありません。

＜ 2024 年度末＞  （単位：百万円）

＜ 2023 年度末＞  （単位：百万円）

残存期間
区分 1年以下 1年超 

3年以下
3年超 

5年以下
5年超 

7年以下
7年超 

10年以下

10年超 
（期間の定め
のないものを

含む）
合計

国債 - - - - - - -

地方債 - - - - - - -

社債 1,997 1,184 4,508 99 492 2,591 10,873

株式 - - - - - - -

外国証券 1,543 2,006 1,597 - - 99 5,246

その他の証券 - 451 935 1,068 723 17,847 21,026

合計 3,540 3,642 7,042 1,168 1,215 20,538 37,146

残存期間
区分 1年以下 1年超 

3年以下
3年超 

5年以下
5年超 

7年以下
7年超 

10年以下

10年超 
（期間の定め
のないものを

含む）
合計

国債 - - - - - - -

地方債 - - - - - - -

社債 4,796 1,284 698 602 199 2,102 9,683

株式 - - - - - - -

外国証券 276 3,287 2,053 296 - 100 6,015

その他の証券 191 - 526 1,561 674 16,514 19,468

合計 5,265 4,571 3,278 2,460 873 18,717 35,167
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（単位 : 百万円）

（単位 : 百万円）

⑮有形固定資産及び有形固定資産合計の残高

⑯支払承諾の残高内訳

年度
区分

2022年度末 2023年度末 2024年度末

土地 - - -

営業用 - - -

賃貸用 - - -

建物 255 235 238

営業用 255 235 238

賃貸用 - - -

建設仮勘定 - - -

営業用 - - -

賃貸用 - - -

合計 255 235 238

営業用 255 235 238

賃貸用 - - -

リース資産 - - -

その他の有形固定資産 326 241 335

有形固定資産合計 582 477 574

年度
区分

2022年度末 2023年度末 2024年度末

口数 金額 口数 金額 口数 金額

融資に係る保証 - - - - - -

社債に係る保証 - - - - - -

資産の流動化に係る保証 - - - - - -

その他 1 200 1 200 1 100

合計 1 200 1 200 1 100
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（単位 : 百万円）⑰支払承諾見返の担保別内訳
年度

区分
2022年度末 2023年度末 2024年度末

有価証券 - - -

不動産・動産・財団 - - -

指名債権 - - -

保証 - - -

信用 200 200 100

その他 - - -

合計 200 200 100

特別勘定に関する指標

該当ありません。
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（単位 : 百万円）①貸借対照表

科　目 2023年度末 
（2024年3月31日現在）

2024年度末 
（2025年3月31日現在）

（資産の部）

現金及び預貯金 11,388 11,491

　預貯金 11,388 11,491

買入金銭債権 209 499

金銭の信託 186 445

有価証券 35,167 37,146

　社債 9,683 10,873

　外国証券 6,015 5,246

　その他の証券 19,468 21,026

有形固定資産 477 574

　建物 235 238

　その他の有形固定資産 241 335

無形固定資産 2,063 1,866

　ソフトウェア 2,047 1,858

　その他の無形固定資産 15 8

その他資産 12,773 13,792

　再保険貸 3,203 2,835

　外国再保険貸 200 410

　未収金 5,975 6,201

　預託金 392 402

　仮払金 2,786 3,684

　その他の資産 215 258

繰延税金資産 451 566

支払承諾見返 200 100

資産の部合計 62,916 66,483

科　目 2023年度末 
（2024年3月31日現在）

2024年度末 
（2025年3月31日現在）

（負債の部）

保険契約準備金 39,534 42,149

　支払備金 20,380 21,659

　責任準備金 19,153 20,489

その他負債 9,444 9,566

　再保険借 3,912 3,437

　外国再保険借 7 411

　未払法人税等 124 271

　未払金 1,765 1,581

　仮受金 3,516 3,741

　資産除去債務 107 113

　その他の負債 9 9

価格変動準備金 164 200

支払承諾 200 100

負債の部合計 49,343 52,016

（純資産の部）

資本金 11,000 11,000

資本剰余金 3,377 3,377

　その他資本剰余金 3,377 3,377

利益剰余金 1,630 2,412

　利益準備金 62 148

　その他利益剰余金 1,567 2,263

　　繰越利益剰余金 1,567 2,263

株主資本合計 16,007 16,789

その他有価証券評価差額金 △ 2,435 △ 2,322

評価・換算差額等合計 △ 2,435 △ 2,322

純資産の部合計 13,572 14,467

負債及び純資産の部合計 62,916 66,483

財務諸表等

直近の 2 事業年度における財産の状況

当社は、会社法第 436 条第 2 項第 1 号の規定に基づき、計算書類およびその附属明細書について当社の会計監査人である
有限責任監査法人トーマツの監査を受けています。
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【重要な会計方針に関する注記】
1. 有価証券（買入金銭債権のうち有価証券に準じるものを含む）の評価基準及び評価方法
(1) 売買目的有価証券

 時価法（売却原価は移動平均法により算定）によっております。
(2) 満期保有目的の債券

 償却原価法（定額法）によっております。
(3) その他有価証券

 時価のあるもの
期末日の市場価格等による時価法によっております。
 なお、評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価の算定は移動平均法によっております。

2. デリバティブ取引（金銭の信託において信託財産として運用しているデリバティブ取引を含む）の評価は、時価法によっております。
3. 有形固定資産（リース資産を除く）の減価償却は、建物付属設備については定額法（ただし、2 0 1 6年3月3 1日以前に取得した建物付属設

備は定率法）により、その他の有形固定資産については定率法によっております。
4. 無形固定資産の減価償却は、定額法によっております。なお、自社利用のソフトウエアについては社内における見込利用可能期間（5年）

に基づいて償却しております。
5. 外貨建資産および負債は、期末日の為替相場により円換算しております。なお、外貨建その他有価証券のうち債券に係る換算差額につ

いては、外国通貨による時価の変動を評価差額として処理し、それ以外を為替差損益として処理しております。
6. 価格変動準備金は、有価証券の価格変動による損失に備えるため、保険業法第115条の規定に基づき計上しております。
7. 保険契約に関する会計処理
 保険料、支払備金及び責任準備金等の保険契約に関する会計処理については、保険業法等の法令等の定めによっております。
8. 消費税等の会計処理は税抜方式によっております。ただし、損害調査費、営業費及び一般管理費等の費用は税込方式によっております。

なお、資産に係る控除対象外消費税等は仮払金に計上し、5年間で均等償却を行っております。

【会計上の見積りに関する注記】
会計上の見積りにより当事業年度に係る計算書類にその額を計上した項目であって、翌事業年度に係る計算書類に重要な影響を及ぼす
可能性があるものは、次のとおりです。

（支払備金）
保険業法第 117 条、同施行規則第 72 条及び第 73 条の規定に基づき、保険契約に基づいて支払義務が発生した、又は発生したと認めら
れる保険金等のうち、まだ支払っていない金額を見積り、支払備金として積み立てております。
(1) 当年度の計算書類に計上した金額

 支払備金 21,659 百万円
(2) 会計上の見積りの内容について計算書類利用者の理解に資するその他の情報
 ①算出方法

 支払事由の発生の報告を受けた保険契約については、報告内容および損害調査内容等に基づき、個別に支払見込額を計上しておりま
す。
 また、まだ支払事由の発生の報告を受けていないものの、保険契約に規定する支払事由が既に発生しているものについては、主に過
去の支払実績等を勘案して算出した最終発生保険金に基づき計上しております。

 ②翌年度の計算書類に与える影響
 物価の変動および保険事故の特性の変化により、保険金等の支払額や支払備金の計上額が当初の見積りから変動する可能性がありま
す。
 また、最終発生保険金の算定においては、見積手法の選択等に起因する不確実性を有しております。

【貸借対照表に関する注記】
1. 有形固定資産の減価償却累計額は 584 百万円であります。
2. 関係会社に対する金銭債権の総額は 104 百万円、金銭債務の総額は 202 百万円であります。
3. 繰延税金資産の総額は 3,258 百万円、繰延税金負債の総額は 42 百万円であります。

繰延税金資産の主な原因は IBNR 備金 1,297 百万円、その他有価証券評価差額金 692 百万円、
繰延税金負債の主な原因はその他有価証券評価差額金 28 百万円であります。
繰延税金資産の算出にあたって、評価性引当額 2,649 百万円を控除しております。
繰延税金資産から評価性引当額として控除された額のうち、税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額は 40 百万円、
将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額は 2,608 百万円であります。

「所得税法等の一部を改正する法律」（令和 7 年法律第 13 号）が令和 7 年 3 月 31 日に国会で成立し、令和 8 年 4 月 1 日以後に開始
する事業年度から防衛特別法人税が創設されたことに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は令和 8
年 4 月 1 日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異等については従来の 28.00％から 28.93％となります。なお、この
法定実効税率の変更による影響は軽微であります。
税務上の繰越欠損金及びその繰延税金資産の繰越期限別の金額は次の通りです。
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1年以内 1年超 
2年以内

2年超 
3年以内

3年超 
4年以内

4年超 
5年以内 5年超 合計

税務上の繰越欠損金（※） 109 9 - - 168 - 287

評価性引当額 - - - - △ 40 - △ 40

繰延税金資産 109 9 - - 128 - 246

貸借対照表計上額 時価 差額

①金銭の信託
②有価証券

445
33,967

445
33,967

-
-

資産計 34,412 34,412 -

（単位 : 百万円）

（※）税務上の繰越欠損金は、法定実効税率を乗じた額であります。

４.
(1) 金融商品の状況に関する事項
①金融商品に対する取組方針

当社は、保険業法等関係法令を遵守し、損害保険事業の社会性、公共性ならびに契約者への保障確保に配慮し、かつ収益性・安全性・
流動性に留意した運用を基本方針とし、資産運用を行っております。

②金融商品の内容およびそのリスク
当社が保有する金融商品は、主として預金、買入金銭債権、金銭の信託および有価証券であります。有価証券は主として債券および
投資信託であり、円建債券のほか、外貨建債券への投資も行っております。
金融商品に係るリスクは、市場リスク、信用リスク及び流動性リスクであります。
また、未収金は営業債権であり、信用リスクに晒されております。
未払金は主に 1 年以内に支払期日が到来する債務であります。

③金融商品に係るリスク管理体制
当社では、取引全般に係る権限規程及びリスク管理規程を定め、これらに基づいて取引を行うとともに、取引の執行部門とは別にリ
スク管理委員会を設置し、資産運用の状況について定期的な報告に加え、必要に応じて協議を行うことで組織的な牽制を行っており
ます。
1）市場リスクの管理
価格変動等リスクについては、資産運用リスクに係る管理規程等に従い、VaR（バリュー・アット・リスク）等の手法によりリスク量（想
定最大損失）を定期的に計測し管理しています。
2）信用リスクの管理
資産運用リスクに係る管理規程等に従って限度枠管理等のリスク管理を行うこととしております。
3）流動性リスクの管理
流動性リスク管理規程等に従ってリスク管理を行うこととしております。

④金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価の算定においては一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提条件等によった場合、当該価額が異なることも
あります。

(2) 金融商品の時価等に関する事項
2025 年 3 月 31 日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。
なお、市場価格のない株式等は、次表に含まれておりません。（（注 1）参照）

（注 1）市場価格のない株式等の貸借対照表計上額は次のとおりであります。これについては、「金融商品の時価等の開示に関する適用
指針」（企業会計基準適用指針第 19 号 2020 年 3 月 31 日）第５項及び「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用
指針第 31 号 2021 年 6 月 17 日。以下「時価算定適用指針」という。）第 24-16 項に基づき、「② 有価証券」には含まれておりません。

（単位 : 百万円）

貸借対照表計上額

組合出資金 3,178

（単位 : 百万円）

（注 2）時価算定適用指針第 24- 9 項の取扱いを適用した投資信託財産が不動産である投資信託については、「②有価証券」に含まれて
おります。

（注 3）預貯金、買入金銭債権の内コマーシャルペーパー、未収金及び未払金は、主に短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似
することから、注記を省略しております。



83

業
績
デ
ー
タ

(3) 金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価について、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベルに分類しており
ます。
レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時価の算定の対象となる資 
 産または負債に関する相場価格により算定した時価
レベル２の時価：観察可能な時価に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算定に係るインプットを用いて算 
 定した時価
レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価
 時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ属す 
 るレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

※時価算定適用指針第 24- 9 項の取扱いを適用した投資信託財産が不動産の投資信託については、上表の有価証券には含まれてお
りません。なお、当該投資信託の貸借対照表計上額は 2,553 百万円であります。

②時価で貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品
該当事項はありません。

（注１）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明
買入金銭債権及び金銭の信託
取引金融機関、ブローカー又は情報ベンダー等から入手した価格をもって時価としており、当該価格に使用されたインプットに基づき、
レベル２又はレベル３の時価に分類しております。
有価証券
市場価格のある債券については、市場価格又は市場価格を基に算定された価額をもって時価としており、レベル２の時価に分類してお
ります。
市場価格のない私募債については、元利金等の合計額を信用リスク等のリスク要因を織込んだ割引率で割り引いて算定した価額をもっ
て時価としており、当該割引率が観察不能であることからレベル３の時価に分類しております。
投資信託については、公表されている基準価額等をもって時価としており、レベル２の時価に分類しております。

（注２）時価で貸借対照表に計上している金融商品のうちレベル３の時価に関する情報
① 重要な観察できないインプットに関する定量的情報

① 時価で貸借対照表に計上している金融商品

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

金銭の信託
有価証券

  - 
 -

445 
 25,097 

 - 
 6,316 

445 
 31,413 

資産計  -  25,542 6,316 31,858 

区分 評価技法 重要な観察できない　　
インプット インプットの範囲

有価証券  割引現在価値法  割引率  1.5％ -5.5％ 

（単位 : 百万円）
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５.
(1) 支払備金の内訳は次のとおりであります。

支払備金（出再支払備金控除前、（ロ）に掲げる保険を除く） 31,777 百万円
同上に係る出再支払備金　 10,221 百万円
差引（イ） 21,555 百万円
自動車損害賠償責任保険に係る支払備金（ロ） 104 百万円
計（イ＋ロ） 21,659 百万円

(2) 責任準備金の内訳は次のとおりであります。
普通責任準備金（出再責任準備金控除前） 25,815 百万円
同上に係る出再責任準備金 8,272 百万円
差引（イ） 17,543 百万円
その他の責任準備金（ロ） 2,945 百万円
計（イ＋ロ） 20,489 百万円

６. １株当たりの純資産額は 1,244 円 26 銭であります。
算定上の基礎である純資産の部の合計額は 14,467 百万円、普通株式の期末株式数は 11,627,537 株であります。

７. 重要な後発事象
該当事項はありません。

８. 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

② 期首残高から期末残高への調整表

③時価の評価プロセスの説明
当社は、時価の算定に関する方針及び手続を定め、これに沿って時価を算定しております。
また、算定された時価については、時価の算定に用いられた評価技法及びインプットの妥当性並びに時価のレベルの分類の適切性を検
証しております。
時価の算定にあたっては、個々の資産の性質、特性及びリスクを最も適切に反映できる評価モデルを用いております。また、第三者か
ら入手した相場価格を利用する場合においても、利用されている評価技法及びインプットの確認や類似の金融商品の時価との比較等の
適切な方法により価格の妥当性を検証しております。

④重要な観察できないインプットを変化させた場合の時価に対する影響に関する説明
割引率は、無リスク金利である国債金利に、主に信用リスクから生じる金融商品のキャッシュ・フローの不確実性に対し市場参加者が
必要とする報酬額であるリスク・プレミアムを上乗せした調整率であります。
一般に、割引率の著しい上昇（低下）は、時価の著しい下落（上昇）を生じさせます。

（注３）投資信託財産が不動産の投資信託の調整表
時価算定適用指針第 24- 9 項の取扱いを適用した投資信託財産が不動産である投資信託の期首残高から期末残高への調整表は次のとお
りであります。

区分 期首残高
当期の損益又は評価差額 購入、売却及び 

償還の純額 期末残高
損益に計上 評価差額

買入金銭債権  209  - △ 0 △ 208  - 

有価証券  6,093  - △ 77 300  6,316 

期首残高
当期の損益又は評価差額 購入、売却及び 

償還の純額 期末残高
損益に計上 評価差額

 1,889  -  32  631  2,553 

（単位 : 百万円）

（単位 : 百万円）
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②損益計算書

科　目 2023年度 
（2023年4月1日～2024年3月31日）

2024年度 
（2024年4月1日～2025年3月31日）

経　　　常　　　収　　　益
　　保　険　引　受　収　益
　　　　　正味収入保険料
　　　　　積立保険料等運用益
　　資　産　運　用　収　益
　　　　　利息及び配当金収入
　　　　　有価証券売却益
　　　　　為替差益
　　　　　その他運用収益
　　　　　積立保険料等運用益振替
　　そ　の　他　経　常　収　益

36,885
35,680
35,652

27
1,105

494
0

 507 
130

△ 27
99

40,436
39,596
39,566

30
774
563

-
-

241
△ 30

65

経　　　常　　　費　　　用
　　保　険　引　受　費　用
　　　　　正味支払保険金
　　　　　損害調査費
　　　　　諸手数料及び集金費
　　　　　支払備金繰入額
　　　　　責任準備金繰入額
　　　　　その他保険引受費用
　　資　産　運　用　費　用
　　　　　金銭の信託運用損
　　　　　有価証券売却損
　　　　　有価証券償還損
　　　　　為替差損
　　　　　その他運用費用
　　営業費及び一般管理費
　　そ の 他 経 常 費 用
　　　　　その他の経常費用

35,832
23,874
22,109

4,060
△ 4,018

921
801

0
891
724

14
50

-
103

11,059
7
7

39,043
27,457
24,726

4,291
△ 4,176

1,278
1,336

0
227
141

2
-

46
38

11,349
9
9

経 常 利 益 1,052 1,392

特　別　損　失

　　固定資産処分損

　　価格変動準備金繰入額

44

10

34

68

32

35

税引前当期純利益 1,007 1,324

法　人　税　及　び　住　民　税

法　人　税　等　調　整　額

法　人　税　等　合　計

96

△ 478

△ 382

238

△ 126

111

当 期 純 利 益 1,389 1,212

（単位 : 百万円）
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属性 会社等の
名称

議決権等の所有
(被所有)割合

関連当事者 
との関係 取引の内容 取引金額 科目 期末 

残高

親会社の 
子会社 株式会社ゼウス － 決済代行

委託取引
保険料の収納代行 
収納代行手数料（注）1

40,526 
528 

未収金 
-

4,257 
 - 

親会社の 
子会社

SBI 少短保険ホールディ
ングス株式会社 － 社債の引受

・償還

社債の引受
社債の償還
利息の受取（注）２

  3,700 
 3,700 

 86 

社債
-

未収利息

3,621
-

24

親会社の 
子会社

SBI エステートファイ
ナンス株式会社 － 社債の引受

・償還

社債の引受 
社債の償還 
利息の受取（注）2

700
700

9

社債
-

未収利息

699
 - 
1

（1）兄弟会社等

（注） 取引条件及び取引条件の決定方針等
 １. 収納代行手数料は、業務内容等を勘案して交渉の上で決定しております。
 ２. 社債利率については、市場金利等を勘案して協議の上で決定しております。

6. 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

（損益計算書に関する注記）
１. 関係会社との取引による収益の総額は 3 百万円、費用の総額は 999 百万円であります。
２.
(1) 正味収入保険料の内訳は次のとおりであります。

収入保険料 58,039 百万円
支払再保険料 18,473 百万円

差引 39,566 百万円
(2) 正味支払保険金の内訳は次のとおりであります。

支払保険金 36,813 百万円
回収再保険金 12,086 百万円

差引 24,726 百万円
(3) 諸手数料及び集金費の内訳は次のとおりであります。

支払諸手数料 1,118 百万円
出再保険手数料 5,294 百万円

差引 △ 4,176 百万円
(4) 支払備金繰入額（△は支払備金戻入額）の内訳は次のとおりであります。

支払備金繰入額（出再支払備金控除前、（ロ）に掲げる保険を除く） 1,773 百万円
同上に係る出再支払備金繰入額 496 百万円

差引（イ） 1,276 百万円
自動車損害賠償責任保険に係る支払備金繰入額（ロ） 1 百万円

計（イ＋ロ） 1,278 百万円
(5) 責任準備金繰入額（△は責任準備金戻入額）の内訳は次のとおりであります。

普通責任準備金繰入額（出再責任準備金控除前） 1,464 百万円
同上に係る出再責任準備金繰入額 320 百万円

差引（イ） 1,143 百万円
その他の責任準備金繰入額（ロ） 192 百万円

計（イ＋ロ） 1,336 百万円
(6) 利息及び配当金収入の内訳は次のとおりであります。

預貯金利息 104 百万円
買入金銭債権利息 1 百万円
有価証券利息・配当金 457 百万円

計 563 百万円

３. 金銭の信託運用損中の評価損益は、1 百万円の益であります。

４. １株当たりの当期純利益の額は 104 円 26 銭であります。算定上の基礎である当期純利益は 1,212 百万円であり、その全額が普通株 
 式に係るものであります。また、普通株式の期中平均株式数は 11,627,537 株であります。
なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益の額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

５. 関連当事者との取引は以下のとおりであります。

（単位 : 百万円）
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年度
科目

2023年度
（2023年4月1日～ 

2024年3月31日）

2024年度
（2024年4月1日～ 

2025年3月31日）

Ⅰ営業活動によるキャッシュ・フロー
　　税引前当期純利益
　　減価償却費
　　支払備金の増減額（△は減少）
　　責任準備金の増減額（△は減少）
　　価格変動準備金の増減額（△は減少）
　　利息及び配当金収入
　　有価証券関係損益（△は益）
　　金銭の信託運用損益（△は益）
　　為替差損益（△は益）
　　有形固定資産関係損益（△は益）
　　無形固定資産関係損益（△は益）
　　再保険貸の増減額（△は増加）
　　その他資産（除く投資活動関連、財務活動関連）の増減額（△は増加）
　　再保険借の増減額（△は減少）
　　その他負債（除く投資活動関連、財務活動関連）の増減額（△は減少）
　　その他　

1,007
1,082

921
801

34
△ 494

64
724

△ 507
10

-
△ 345
△ 631

823
510

△ 25

1,324
994

1,278
1,336

35
△ 563

2
141

46
3

29
158

△ 1,166
△ 72

54
△ 189

小計 3,974 3,412

　　利息及び配当金の受取額
　　法人税等の支払額

　　　　　営業活動によるキャッシュ・フロー

445
△ 276
4,143

487
△ 53
3,846

Ⅱ投資活動によるキャッシュ・フロー
　　預貯金の純増減額(△は増加)
　　買入金銭債権の売却・償還による収入
　　金銭の信託の増加による支出
　　有価証券の取得による支出
　　有価証券の売却・償還による収入

　　　　　　　　　資産運用活動計

△ 860
91

△ 300
△ 5,459

4,133
△ 2,394

-
208

△ 400
△ 7,895

6,127
△ 1,960

　　　　　　（営業活動及び資産運用活動計） (1,748) (1,886)

　　有形固定資産の取得による支出
　　無形固定資産の取得による支出
　　資産除去債務の履行による支出
　　預託金の差入による支出
　　預託金の回収による収入

　　　　　　投資活動によるキャッシュ・フロー

△ 128
△ 573

-
△ 0

-
△ 3,096

△ 59
△ 844

△ 9
△ 15

4
△ 2,884

Ⅲ財務活動によるキャッシュ・フロー
　　配当金の支払額

　　　　　　財務活動によるキャッシュ・フロー
△ 313
△ 313

△ 430
△ 430

Ⅳ現金及び現金同等物に係る換算差額 149 89

Ⅴ現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 882 621

Ⅵ現金及び現金同等物期首残高 8,992 9,874

Ⅶ現金及び現金同等物期末残高 9,874 10,496

③キャッシュ・フロー計算書 （単位 : 百万円）
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種類 当事業年度期首 
株式数

当事業年度増加 
株式数

当事業年度減少 
株式数

当事業年度末 
株式数

普通株式 11,627 - - 11,627

決議 株式の種類 配当金の総額 
（百万円） 配当の原資 1株当たり 

配当額（円） 基準日 効力発生日

2025年 2月26日 
定例取締役会 普通株式 430 利益剰余金 37 - 2025 年 2 月 28 日

【キャッシュ・フロー計算書に関する注記】
1. キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３
か月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

2. 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目と金額の関係
 （2025 年 3 月 31 日現在）
現金及び預貯金 11,491 百万円
買入金銭債権 499 百万円
預入期間が３か月を超える預貯金 △ 1,495 百万円
現金及び現金同等物 10,496 百万円

3. 重要な非資金取引の内容
非資金取引について記載すべき重要なものはありません。

4. 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

（株主資本等変動計算書に関する注記）
1. 発行済株式の種類及び総数

2. 剰余金の配当に関する事項
（1）配当金支払額

④株主資本等変動計算書

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本 
合計

その他
有価証券

評価差額金

評価・換算 
差額等 

合計その他資本
剰余金

資本
剰余金

合計

利益
準備金

その他利益
剰余金 利益

剰余金
合計繰越利益

剰余金

当期首残高 11,000 3,377 3,377 62 1,567 1,630 16,007 △ 2,435 △ 2,435 13,572

当期変動額

剰余金の配当  -  -  - 86 △ 516 △ 430 △ 430  -  - △ 430

当期純利益  -  -  -  - 1,212 1,212 1,212  -  - 1,212

株主資本以外の項目
の当期変動額 （純額）  -  -  -  -  -  -  - 112 112 112

当期変動額合計  -  -  - 86 696 782 782 112 112 894

当期末残高 11,000 3,377 3,377 148 2,263 2,412 16,789 △ 2,322 △ 2,322 14,467

＜ 2024 年度＞  （単位：百万円）

（単位：千株）

3. 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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種類 当事業年度期首 
株式数

当事業年度増加 
株式数

当事業年度減少 
株式数

当事業年度末 
株式数

普通株式 11,627 - - 11,627

（株主資本等変動計算書に関する注記）
1. 発行済株式の種類及び総数

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本 
合計

その他 
有価証券 

評価差額金

評価・換算 
差額等 

合計その他資本
剰余金

資本剰余金 
合計 利益準備金

その他利益 
剰余金 利益剰余金 

合計繰越利益 
剰余金

当期首残高 11,000 3,377 3,377  - 808 808 15,186 △ 2,639 △ 2,639 12,546

誤謬の訂正による
累積的影響額  -  -  -  - △ 253 △ 253 △ 253  -  - △ 253

遡及処理後当期首残高 11,000 3,377 3,377  - 554 554 14,932 △ 2,639 △ 2,639 12,292

当期変動額

剰余金の配当  -  -  - 62 △ 376 △ 313 △ 313  -  - △ 313

当期純利益  -  -  -  - 1,389 1,389 1,389  -  - 1,389

株主資本以外の項目
の当期変動額 （純額）  -  -  -  -  -  -  - 204 204 204

当期変動額合計  -  -  - 62 1,012 1,075 1,075 204 204 1,280

当期末残高 11,000 3,377 3,377 62 1,567 1,630 16,007 △ 2,435 △ 2,435 13,572

＜ 2023 年度＞ （単位：百万円）

（単位：千株）

決議 株式の種類 配当金の総額 
（百万円） 配当の原資 1株当たり 

配当額（円） 基準日 効力発生日

2024年 2月28日 
臨時株主総会 普通株式 313 利益剰余金 27 - 2024 年 2 月 29 日

2. 剰余金の配当に関する事項
（1）配当金支払額

3. 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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⑤元本補填契約のある信託に係る貸出金の状況
　該当ありません。

⑥保険業法に基づく債権の状況
年度

区分
2023年度末 2024年度末

破産更生債権及びこれらに準ずる債権 - -

危険債権 - -

三月以上延滞債権 - -

貸付条件緩和債権 - -

小計 - -

正常債権 200 100

合計 200 100

（単位：百万円）

（注）1．破産更生債権及び
　  これらに準ずる債権

破産手続開始、更生手続開始または再生手続開始の申立て等の事由により、経営破綻に陥っている債
務者に対する債権及びこれらに準ずる債権です。

2．危険債権 債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態および経営成績が悪化し、契約に従った債権
の元本の回収および利息の受取りができない可能性の高い債権です。（1. に掲げる債権を除く。）

3．三月以上延滞債権 元本または利息の支払が約定支払日の翌日から三月以上遅延している貸付金です。（1. および 2. に掲
げる債権を除く。）

4．貸付条件緩和債権 債務者の経営再建または支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債
権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸付金です。（1. から 3. までに掲げる債権を除く。）

5．正常債権 債務者の財政状態および経営成績に特に問題ないものとして、1. から 4. までに掲げる債権以外のもの
に区分される債権です。
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【単体ソルベンシー・マージン比率】
・損害保険会社は、保険事故発生の際の保険金支払や積立型保険の満期返戻金支払等に備えて準備金を積み立てていますが、巨大災害

の発生や、損害保険会社が保有する資産の大幅な価格下落等、通常の予測を超える危険が発生した場合でも、十分な支払能力を保持
しておく必要があります。

・この「通常の予測を超える危険」に対して「損害保険会社が保有している資本金・準備金等の支払余力」の割合を示す指標として、
保険業法等に基づき計算されたものが、「単体ソルベンシー・マージン比率」です。

【通常の予測を超える危険】
保険引受上の危険（①）、予定利率上の危険（②）、資産運用上の危険（③）、経営管理上の危険（④）、巨大災害に係る危険（⑤）の総
額
①　保険引受上の危険（一般保険リスク、第三分野保険の保険リスク）：

保険事故の発生率等が通常の予測を超えることにより発生し得る危険（巨大災害に係る危険を除く）
②　予定利率上の危険（予定利率リスク）：

積立型保険について、実際の運用利回りが保険料算出時に予定した利回りを下回ることにより発生し得る危険

区分 2023年度 2024年度

（A）単体ソルベンシー・マージン総額 16,380 17,827

資本金又は基金等 16,007 16,789

価格変動準備金 164 200

危険準備金 0 0

異常危険準備金 2,014 2,250

一般貸倒引当金 - -

その他有価証券評価差額金・繰延ヘッジ損益（税効果控除前） △ 2,417 △ 2,293

土地の含み損益 - -

払戻積立金超過額 - -

負債性資本調達手段等 - -

払戻積立金超過額及び負債性資本調達手段等のうち、マージンに算入されない額 - -

控除項目 - -

その他 609 880

（B）単体リスクの合計額　［√{(R1+R2)2＋(R3+R4)2}＋R5+R6] 6,131 6,755

一般保険リスク（R1） 4,720 5,073

第三分野保険の保険リスク（R2） - -

予定利率リスク（R3） 1 1

資産運用リスク（R4） 1,910 2,140

経営管理リスク（R5） 150 165

巨大災害リスク（R6） 887 1,082

単体ソルベンシー・マージン比率　［（A）／{(B)×1／2}]　×100 534.3 527.8

（単位 : 百万円）

（注）「単体ソルベンシー・マージン比率」とは、保険業法施行規則第 86 条（単体ソルベンシー・マージン）および第 87 条（単体リスク）
ならびに平成 8 年大蔵省告示第 50 号の規定に基づいて算出された比率です。

保険会社に係る保険金等の支払能力の充実の状況（単体ソルベンシー・マージン比率）
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③　資産運用上の危険（資産運用リスク）：
保有する有価証券等の資産の価格が通常の予測を超えて変動することにより発生し得る危険等

④　経営管理上の危険（経営管理リスク）：
業務の運営上通常の予測を超えて発生し得る危険で上記①～③および⑤以外のもの

⑤　巨大災害に係る危険（巨大災害リスク）：
通常の予測を超える巨大災害（関東大震災や伊勢湾台風相当）により発生し得る危険

【損害保険会社が保有している資本金・準備金等の支払余力】
損害保険会社の純資産（社外流出予定額等を除く）、諸準備金（価格変動準備金・異常危険準備金等）、土地の含み益の一部等の総額

･ ソルベンシー・マージン比率は、行政当局が保険会社を監督する際に、経営の健全性を判断するために活用する客観的な指標のひと
つですが、その数値が 200％以上であれば「保険金等の支払能力の充実の状況が適当である」とされています。
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時価情報等

1. 有価証券

① 売買目的有価証券
 該当ありません。
② 満期保有目的の債券
 該当ありません。
③ その他有価証券

年度
区分

2024年度末
取得原価 貸借対照表計上額 差額

貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

公　社　債 1,200 1,212 12

株　　式 - - -

外　国　証　券 1,101 1,109 8

そ　の　他 2,387 2,453 66

小　　計 4,688 4,776 87

貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

公　社　債 9,798 9,660 △ 138

株　　式 - - -

外　国　証　券 4,179 4,136 △ 42

そ　の　他 17,587 15,393 △ 2,193

小　　計 31,565 29,191 △ 2,374

合計 36,254 33,967 △ 2,286

年度
区分

2023年度末
取得原価 貸借対照表計上額 差額

貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

公　社　債 2,499 2,516 16

株　　式 - - -

外　国　証　券 723 730 7

そ　の　他 1,755 1,789 33

小　　計 4,977 5,035 57

貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

公　社　債 7,201 7,167 △ 33

株　　式 - - -

外　国　証　券 5,345 5,284 △ 60

そ　の　他 17,087 14,725 △ 2,361

小　　計 29,634 27,178 △ 2,456

合計 34,612 32,213 △ 2,399

（注）組合出資金（貸借対照表計上額 3,178 百万円）については、組合財産が時価を把握することが極めて困難と認められるもので 構
成されているため、上記の表に含めておりません。

＜ 2024 年度＞  （単位：百万円）

＜ 2023 年度＞  （単位：百万円）

（注）組合出資金（貸借対照表計上額 2,954 百万円）については、組合財産が時価を把握することが極めて困難と認められるもので 構
成されているため、上記の表に含めておりません。
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2. 金銭の信託

 ① 運用目的の金銭の信託

 ② 満期保有目的の金銭の信託
 該当ありません。

 ③ 運用目的、満期保有目的以外の金銭の信託
 該当ありません。

3. デリバティブ取引（有価証券関連デリバティブ取引に該当するものを除く。）

4. 保険業法に規定する金融等のデリバティブ取引                                                    
 該当ありません。

5. 先物外国為替取引                                                                               
 該当ありません。

6. 有価証券関連デリバティブ取引（7 に掲げるものを除く。）                                       
 該当ありません。

7. 金融商品取引法に規定する有価証券先物取引もしくは有価証券先渡取引、外国金融商品市場における有価証 
 券先物取引と類似の取引      
 該当ありません。

8. 暗号資産          
 該当ありません。

「当社およびその子会社等の概況」「当社およびその子会社等の主要な業務」「当社およびその子会社等の直近
の 2 連結会計事業年度における財産の状況」については該当事項はありません。

貸借対照表計上額 損益に含まれた評価差額

運用目的の金銭の信託 445 △ 141

貸借対照表計上額 損益に含まれた評価差額

運用目的の金銭の信託 186 △ 724

区分 2024年度

① 差損益の内訳（ヘッジ会計適用分・非適用分の内訳） 該当ありません。

② 金利関連 該当ありません。

③ 通貨関連 該当ありません。

④ 株式関連 該当ありません。

⑤ 債券関連 該当ありません。

⑥ その他 該当ありません。

子会社等

＜ 2024 年度＞  （単位：百万円）

＜ 2023 年度＞  （単位：百万円）


